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第１章 実態調査の概要 

 

１．背景と目的 

市川市内には、令和２年時点で分譲マンション（以下、「マンション」という）が約 
７５０棟存在しています。この１０年間で約８０棟が新規に建設されましたが、マンショ

ンの建替えはほとんど行われておらず、マンションの数は今後も増加していくと考えられ

ます。 
 マンションは一つの建物を意識や価値観が違う多くの人が区分所有しており、利用形態

や権利関係が複雑です。加えて、マンションの経年化に伴い、建物の老朽化や居住者の高

齢化などに起因する問題が顕在化する可能性があります。 
そこで、市川市では、建物や設備等の維持管理や、管理組合の管理運営の状況などに

ついての調査を行いました。調査結果を把握・分析することで、今後の安全で快適な住環

境づくりに向けた施策検討のための基礎資料といたします。 

   

２．調査概要 

（1）対象 

 市川市内において、令和元年１２月３１日までに建設された３階建て以上の分譲マン

ション７４５棟の６３６管理組合。 
 
（2）方法 

 市川市から「市川市分譲マンション実態調査票」をマンション管理組合理事長宛てに送

付、記入後郵送（返信）により調査票を回収。 
 
（3）期間 

2020 年（令和２年）１２月１１日から「調査票」を送付し、2021 年（令和３年）２月

２８日までに調査票の回収を終了。 
 
（4）調査基準日 

2020 年（令和２年）１２月１日を基準日とする。 
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（5）配付先 

（地区名及び対象管理組合数） 
地区 町・丁区分 管理組合数 棟数 

北西部 国府台 1～6 丁目、市川 1～4、真間 1～5 

新田 1・5、平田 1・2、菅野 1～6、東菅野 2 

宮久保 1・2、国分 1～7、中国分 1～5、北国分 1～4 

須和田 1～2、稲越町、曽谷 1～8、東国分 1～3 

堀之内 1～5 

 

 

81 

 

 

90 

北東部 八幡 1～6、東菅野 1・3～5、宮久保 3～5 

鬼越 1～2、高石神、中山 1～4、若宮 1～3 

北方 1～3、北方町 4、本北方 1～3、下貝塚 1～3 

南大野 1～3、大野町 1～4、柏井町 1～4、大町 

奉免町 

 

 

65 

 

 

83 

中 部 市川南 1～5、新田 2～4、平田 3～4、大洲 1～4 

大和田 1～5、東大和田 1～2、稲荷木 1～3 

南八幡 1～3、鬼高 1～4、田尻、田尻 1～5、高谷 

高谷 1～3、高谷新町、原木、原木 1～4、二俣 

二俣 1～2、二俣新町、上妙典、東浜 1 

 

 

224 

 

 

239 

南 部 本行徳、加藤新田、千鳥町、高浜町、関ヶ島 

伊勢宿、下新宿、河原、下妙典、妙典 1～6、押切 

湊、湊新田、湊新田 1～2、香取 1～2、欠真間 1～2 

相之川 1～4、新井 1～3、島尻、広尾 1～2 

南行徳 1～4、塩浜 1～4、福栄 1～4、行徳駅前 1～4 

新浜 1～3、入船、日之出、末広 1～2、本塩 

富浜 1～3、塩焼 1～5、宝 1～2、幸 1～2 

 

 

 

266 

 

 

 

 

333 

計  636 745 

 
 

３．調査票回収結果 

（1）対象数  

６３６管理組合（内、所在不明２０管理組合） 
 
（2）調査に回答のあったマンション管理組合  

２６８管理組合 
 
（3）回収率 

４３.５％（調査票回収数２６８／有効調査対象管理組合６１６） 
 
（4）棟数（団地型は、一団地内における複数の建物で構成されている。） 

調査対象７４５棟、回答が得られたのは３３２棟（回収率４４．６％） 
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４．調査報告書で使用する用語または略語の定義 

 
 ・マンション マンションの管理の適正化の推進に関する法律 
   第２条第１項のもの 
 ・管理組合  マンションの管理の適正化の推進に関する法律 
   第２条第３項のもの 
 ・マンション数   単にマンション数と記載している場合は、上記の管理

組合数をいう。 
 ・棟数  単棟型マンションの場合は１棟、団地型マンションの場

合は一団の土地内に複数棟あり、居住用の専有部分があ

る棟の数 
 
 ・区分所有法   建物の区分所有等に関する法律 
 ・マンション管理適正化法  マンションの管理の適正化の推進に関する法律 
 ・建替え円滑化法  マンションの建替え等の円滑化に関する法律 
 ・標準管理規約   国土交通省作成のマンション標準管理規約 
 

 ・今回調査 令和２年度市川市分譲マンション実態調査 

 ・H22 市川調査 平成２２年度市川市分譲マンション実態調査 

・H27 市川調査 平成２７年度市川市分譲マンション実態調査 

 ・H30 国交省調査 平成３０年度マンション総合調査（国土交通省） 

  
 ・旧耐震、新耐震 1981 年（昭和 56 年）6 月 1 日以降に建築確認通知を受

けて着工された建物は、新耐震基準が適用されている。 

   1982 年完成の建物は、新旧基準の建物が混在している

可能性があるが、今回調査においては建築確認日を把

握していないので、1981 年完成の建物は旧耐震設計、

1982 年以降完成の建物は新耐震設計の建物としてい

る。 

 
 ・団地型          一団の土地に、区分所有建物を含む数棟の建物があり 

   土地や付属施設が区分所有者の共有となっている形態の

マンション 

 
  ・Ｎ 調査票の質問項目に対する回答数。回答対象は、原則

「管理組合」であるが、「棟」を対象としている場合が

あり、その場合は「棟」の旨を表示している。 
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第２章 市川市の住宅状況 

 

１.市川市の住宅ストック 

（1）建て方、所有の関係別住宅ストック  

 市川市の住宅総数（戸）は、平成 30 年住宅・土地統計調査（総務省統計局）によれ

ば、234,080 戸（居住世帯あり）です。2013 年（平成 25 年）との比較では 6.2％増加し

ています。 

住宅総数（234,080 戸）のうち、専用住宅が 231,640 戸、店舗その他併用住宅が 2,440

戸であり、専用住宅の建て方別割合は、分譲マンションなどを含む共同住宅が 65.4％、

一戸建が 32.1％を占めております。 

 所有関係別では、持家が 47.2％、借家が 48.7％を占めていて、持家は 1.7％減少して

います。   
 
（専用住宅の建て方別戸数） 
  建て方 

  

年 

一戸建 長屋建 共同住宅 その他 住宅総数 

戸数

(戸) 

伸率

(％) 

戸数

(戸) 

伸率

(％) 

戸数

(戸) 

伸率

(％) 

戸数

(戸) 

伸率

(％) 

戸数

(戸) 

伸率

(％) 

2018 74,370 8.3 5,620 18.6 151,550 4.6 100 11.1 231,640 6.1 

2013 68,660 0.7 4,740 2.1 144,890 11.6 90 -71.9 218,380 7.6 

2008 68,150 2.4 4,640 20.8 129,820 6.2 320 60.0 202,930 5.2 

 
（住宅の所有関係別戸数） 

   所有関係 

 年 

持家 借家 その他共計 

戸数(戸) 伸率(％) 戸数(戸) 伸率(％) 戸数(戸) 伸率(％) 

2018 110,400 -1.7 113,910 19.0 234,080 6.2 

2013 112,350 19.8 95,730 5.1 220,500 8.7 

2008 93,820 3.7 91,090 －3.1 202,930 5.2 

（資料：住宅・土地統計調査（総務省統計局）） 
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２.市川市のマンションストック 

（1）完成年別マンションストック 

 市内マンションの完成年を見ると、1970 年代及び 1990 年代に完成したものの比率が高

くなっています。 

また、市内のマンション全棟数 745 のうち、旧耐震基準設計のマンション棟数は、248

棟、33.3％を占め、新耐震基準設計は、497 棟、66.7％です。 

 地区別では、南部地区が旧耐震設計のマンションが比較的多く、333 棟のうち 140 棟 

（42.0％）が旧耐震設計と考えられます。 

※今回調査では、用語の定義の項で説明のとおり、建物の建築確認日を把握していま

せんので、1982 年以降完成の建物は新耐震設計の建物として集計しています。 

   
 

（完成年別 棟数・管理組合数） 

完成年 棟数 管理組合 

1971 年以前 19 
248 

10 
178 

1972～1981 年 229 168 

1982～1991 年 99 

497 

79 

458 
1992～2001 年 209 199 

2002～2011 年 117 110 

2012 年以降 72 70 

合計 745 636 
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（2）地区別マンションストック 

 今回調査においては、地区別（P2 配付地区参照）は４地区に分けて集計しています。

管理組合数、棟数とも南部地区の占める割合が 40％を超えています。 

南部地区は、市川市と旧行徳町、旧南行徳町との合併による市街地の広がりや、1969

年（昭和 44 年）地下鉄東西線の全線開業による急速な住宅需要をマンションという居住

形態が吸収していったものと考えられます。 
 

市川市全域地区別マンション分布図 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北西部 
北東部 

中部 

南部 
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計 1981年以前 1982年以降 計 1981年以前 1982年以降

北西部　合計 90 27 63 南部地区　合計 333 140 193

国府台1-6丁目 2 1 1 本行徳 1 1

市川1-4丁目 38 13 25 加藤新田 2 2
真間1-5丁目 13 3 10 千鳥町
新田1・5丁目 13 6 7 高浜町
平田1・2丁目 1 1 関ケ島 2 2
菅野1-6丁目 7 1 6 伊勢宿 3 3
東菅野2丁目 1 1 下新宿
宮久保1・2丁目 1 1 河原
国分1-7丁目 下妙典
中国分1-5丁目 妙典1-6丁目 18 18
北国分1-4丁目 3 3 押切
須和田1-2丁目 湊 1 1
稲越町 湊新田
曽谷1-8丁目 3 1 2 湊新田1-2丁目 11 7 4
東国分1-3丁目 2 1 1 香取1-2丁目 11 3 8
堀之内1-5丁目 6 6 欠真間1-2丁目 8 7 1

北東部　合計 83 24 59 相之川1-4丁目 17 3 14

八幡1-6丁目 22 4 18 新井1-3丁目 13 3 10

東菅野1・3-5丁目 7 2 5 島尻 9 9
宮久保3-6丁目 2 2 広尾1-2丁目 9 2 7
鬼越1-2丁目 5 5 南行徳1-4丁目 29 7 22
高石神 3 3 塩浜1-4丁目 52 34 18
中山1-4丁目 5 5 福栄1-4丁目 30 16 14
若宮1-3丁目 行徳駅前1-4丁目 32 21 11
北方1-3丁目 1 1 新浜1-3丁目 7 5 2
北方町4丁目 4 4 入船 4 1 3
本北方1-3丁目 11 11 日之出 8 4 4
下貝塚1-3丁目 末広1-2丁目 15 2 13
南大野1-3丁目 14 7 7 本塩 5 5
大野町1-4丁目 7 7 富浜1-3丁目 10 4 6
柏井町1-4丁目 1 1 塩焼1-5丁目 14 6 8
大町 1 1 宝1-2丁目 5 1 4
奉免町 幸1-2丁目 17 14 3

中部地区　合計 239 57 182

市川南1-5丁目 30 10 20

新田2-4丁目 17 5 12 市川市　全体 745 248 497

平田3-4丁目 5 5
大洲1-4丁目 12 12
大和田1-5丁目 4 1 3
東大和田1-2丁目 10 10
稲荷木1-3丁目 2 1 1
南八幡1-5丁目 50 13 37
鬼高1-4丁目 26 8 18
田尻
田尻1-5丁目 34 3 31
高谷
高谷1-3丁目 6 1 5
高谷新町
原木
原木1-4丁目 25 12 13
二俣
二俣1-2丁目 18 3 15
二俣新町
上妙典
東浜1丁目

新旧耐震別　調査対象棟数
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第３章 実態調査結果 

 

本章は、市川市が実施しました「令和２年度市川市分譲マンション実態調査」の結果

にもとづき、市内のマンションの形態や居住状況、管理運営の現状などについてまとめた

ものです。 

 

１．マンションの概要について 

（1）マンションの形態 

今回調査では、マンションの形態を「単棟型（全部住戸）」、「複合用途型（単棟）」、

「団地型」として分類しました。 

全体をみると、「単棟型」が 76.6％と最も多く、次に「複合用途型」が 14.2％、「団地

型」が 9.2％となっています。 

マンションの形態を地区別にみると、「中部」と「南部」で「単棟型」の割合が特に高

くなっています。 

 

 

 

 

 

17
11

78

94

9 7 9 12

1 4
9 10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

北西部 北東部 中部 南部

単棟型 複合用途型 団地型

[管理組合]

図 3-1-1 マンションの形態 

N=261 

図 3-1-2 地区別 マンションの形態 

N=261 

単棟型
76.6%

複合用途型
14.2%

団地型
9.2%
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（2）建物の構造 

 マンションの構造については、「鉄筋コンクリート造」（73.8％）が最も多く、その次が

「鉄筋鉄骨コンクリート造」（21.0％）となっています。 

  

 

 

  

（3）竣工年月 

 竣工年別の割合をみると、1981 年（昭和 56 年）以前に竣工したマンションが 37.2％で

最も多く、その次が 1992～2001 年に竣工したマンションで 27.6％となっています。 

 

 

 

（4）住宅戸数 

 １管理組合あたりの住戸数は 83.3 戸となっています。 

総戸数（21,663 戸）／回答管理組合数（260）＝83.3 戸 

 

 

鉄筋コンクリート造
73.8%

鉄骨鉄筋コンクリート造
21.0%

壁式鉄筋コンクリート造
3.6%

鉄骨造
0.4% その他

1.2%

37.2

11.9

27.6

11.5 11.9

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

~1981 1982~1991 1992~2001 2002~2011 2012~

[％]

[年]

図 3-1-3 マンションの構造 

図 3-1-4 マンションの竣工年 

N=261 
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（5）敷地面積 

全体の平均敷地面積は、3,789.59 ㎡／管理組合となっています。 

 地区別の平均敷地面積をみると、北東部が最も大きく 5,584.93 ㎡／管理組合となって

います。 

 

 

（6）建築面積 

 全体の平均建築面積は、1,302.58 ㎡／管理組合となっています。 

 地区別の平均建築面積をみると、北東部が最も大きく 1,509.61 ㎡／管理組合となって

います。地区ごとの大小関係は平均敷地面積と同様の傾向がみられます。 

 

 

  

3,789.59 

2,569.07 

5,584.93 

2,868.37 

4,498.07 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

全体 北西部 北東部 中部 南部

㎡

N=241 

1,302.58 

986.69 

1,509.61 

1,132.34 

1,489.72 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

全体 北西部 北東部 中部 南部

㎡㎡

図 3-1-6 地区別平均建築面積 

N=221 

図 3-1-5 地区別平均敷地面積 
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（7）延床面積 

 全体の平均延床面積は、7,064.56 ㎡／管理組合となっています。 

地区別の平均延床面積をみると、北東部が最も大きく 1,0684.14 ㎡／管理組合となっ

ています。地区ごとの大小関係は平均敷地面積と同様の傾向がみられます。 

 

 

（8）戸当り延床面積 

 １戸当たりの平均床面積である戸当り延床面積は、81.8 ㎡となっています。 

 

（9）賃貸戸数 

 賃貸住宅のあるマンションの割合は全体の 73.8％となっています。また、賃貸戸数に

ついて回答のあったマンション 17,751 戸のうち、賃貸戸数は 2,119 戸となっており、「賃

貸戸数割合」は 11.9％です。（※賃貸戸数割合＝賃貸戸数／総戸数） 

 

賃貸住戸 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 152 54 206 

割合[％] 73.8 26.2 100 

 

（10）空室戸数 

戸数について回答のあったマンションの総戸数に占める空室の割合は平均で 1.7％とな

っています。「空室なし」と回答したマンションは回答のあったマンションの 62.0％で

す。 

 

空室 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 73 119 192 

割合[％] 38.0 62.0 100 

 

7,064.56 

4,733.48 

10,684.14 

6,071.94 

7,731.25 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

全体 北西部 北東部 中部 南部

㎡㎡
図 3-1-7 地区別平均延床面積 

N=236 
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（11）管理事務室 

 管理事務室は 86.9％が設置しています。 

 

管理事務室 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 225 34 259 

割合[％] 86.9 13.1 100 

 

（12）集会室 

 集会室は 38.5％が設置しています。 

    

集会室 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 100 160 260 

割合[％] 38.5 61.5 100 

 

（13）宅配ボックス 

宅配ボックスは 56.2％が設置しています。 

 

宅配ボックス あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 146 114 260 

割合[％] 56.2 43.8 100 

 

（14）オートロック 

 オートロックは 54.8％が設置しています。 

  

オートロック あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 142 117 259 

割合[％] 54.8 45.2 100 

 

（15）エレベーター 

エレベーターは全体の 89.7％が設置しています。階数別の設置割合では３～４階建て

が 53.6％、５～６階建てが 80.8％となっています。７階建て以上では 100％となってい

ます。 

 

エレベーター あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 234 27 261 

割合[％] 89.7 10.3 100 
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（16）監視カメラ 

 監視カメラは 84.9％が設置しています。 

 

監視カメラ あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 219 39 258 

割合[％] 84.9 15.1 100 

    

（17）バリアフリー 

 バリアフリーについては、80.6％の管理組合が何かしらの対応をしています。内訳をみ

ると、「階段の手すり」の設置が 75.0％と最も多く、次に「スロープ」の設置が 66.8％と

なっています。「その他」の回答としては「エレベーター内の手摺設置」や「車椅子駐車

場の設置」などがありました。  

 

バリアフリー あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 208 50 258 

割合[％] 80.6 19.4 100 

 

 

2.4 

30.3 

66.8 

75.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

段差の解消

スロープ

階段の手すり

[％]

53.6 

80.8 

100.0 

89.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

3-4階

5-6階

7階以上

全体

[％]

図 3-1-8 エレベーターの階数別設置割合 

N=234 

図 3-1-9 バリアフリー施設の内訳 

N=208 
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（18）駐車場 

   駐車場は 88.1％で設置されています。駐車場のある管理組合のうち、駐車台数が「足

りている」と回答した管理組合は 134 で、充足率は 69.1％となっています。設置されて

いる駐車場種類別の割合をみると、「平置き」が最も多く全体で 75.2％となっており、次

に「機械式」が全体で 36.1％となっています。駐車台数が充足している管理組合の駐車

場種類別の割合では、全体に比べて「機械式」と「自走式」の割合が多くなっています。 

 

駐車場 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 230 31 261 

割合[％] 88.1 11.9 100 

 

駐車台数 足りている 足りていない 合計 

回答数：N[管理組合] 134 60 194 

割合[％] 69.1 30.9 100 

充足率：駐車場の駐車台数についての設問に足りていると回答した管理組合の割合 

 

（19）駐輪場 

①自転車 

駐輪場は 98.1％で設置されています。駐輪場のある管理組合のうち、自転車の駐輪台

数が足りていると回答した管理組合は 152 で、充足率は 73.4％となっています。設置さ

れている駐輪場の種類は、平置式が 52.2％で最も多く、２段ラック式、ラック式の順と

なっています。 

  

駐輪場 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 255 5 260 

割合[％] 98.1 1.9 100 

 

 

N=208 

9.7 

44.8 

72.4 

5.7 

36.1 

75.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

自走式

機械式

平置き

全体 充足している管理組合

[％]

図 3-1-10 駐車場種類別の割合 
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自転車の駐輪台数 足りている 足りていない 合計 

回答数：N[管理組合] 152 55 207 

割合[％] 73.4 26.6 100 

充足率：自転車の駐輪台数についての設問に足りていると回答した管理組合の割合 

 

 

②バイク 

バイク置き場は 73.5％で設置されています。バイク置き場のある管理組合のうち、バ

イク置き場の台数が足りていると回答した管理組合は 143 で、充足率は 89.4％となって

います。 

  

バイク置き場 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 191 69 260 

割合[％] 73.5 26.5 100 

 

バイク置き場の台数 足りている 足りていない 合計 

回答数：N[管理組合] 143 17 160 

割合[％] 89.4 10.6 100 

充足率：バイク置き場の台数についての設問に足りていると回答した管理組合の割合 

 

２.管理組合の運営について 

（1）管理組合の有無 

管理組合とは、区分所有者で構成されたマンションの共用部分を維持管理する組織で

す。今回調査では、回答のあったマンション全体の 99.2％が「管理組合がある」と回答

しています。 

 

管理組合 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 259 2 261 

割合[％] 99.2 0.8 100 

 

21.6 

27.5 

52.2 

0 10 20 30 40 50 60

ラック式

２段ラック式

平置き

[％]

図 3-1-11 駐輪場種類別の割合 

N=255 
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（2）管理組合法人 

管理組合の法人化について「法人化している」と回答した管理組合は 6.8％です。 

 

管理組合の法人化 している していない 合計 

回答数：N[管理組合] 17 233 250 

割合[％] 6.8 93.2 100 

 

（3）管理者 

今回調査では、86.7％が管理者として「管理組合理事長」を選任しています。次に

「マンション管理業者」が 10.8％となっています。 

 

 

 

（4）管理者の第三者選任 

現在、「管理組合理事長」や「理事長以外の区分所有者」を管理者として選任している

マンション管理組合のうち、区分所有者以外の第三者を管理者に選任することを「検討し

ていない」と回答した割合は 95.3％で、「検討している」と回答した割合は 4.7％です。 

区分所有者以外の第三者を管理者に選任することを「検討している」と回答した管理

組合の検討理由の内訳では、「区分所有者の高齢化等で役員のなり手不足のため」が

88.9％と最も多く、次に「区分所有者が無関心なため」が 44.4％となっています。 

 

管理者の第三者選任 検討している 検討していない 合計 

回答数：N[管理組合] 9 182 191 

割合[％] 4.7 95.3 100 

N=248 

86.7 10.8

1.2
0.8 0.4

0 20 40 60 80 100

管理組合理事長 マンション管理業者
管理者を選任していない 理事長以外の区分所有者
マンション管理士

[％][％]

図 3-2-1 管理者の選任 
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（5）総会開催状況 

総会は、管理組合の最高議決機関です。管理組合は区分所有者等の集まりであり、物

事を決めるときの意思決定の場となります。なお、総会は区分所有法において、少なくと

も毎年１回開くことが義務付けられています。 

今回調査では、前年度実績として総会を「１回開催した」が全体の 81.3％で、「開催し

ていない」が 3.5％となっています。新型コロナウイルスの影響から「新型コロナウイル

ス感染拡大防止の為、開催していない」や「書面での開催」と回答した管理組合もありま

した。 

 

 

 （6）総会出席状況 

総会出席率は、「委任状及び議決権行使書を含む」と 83.7％となっています。新型コロ

ナウイルス感染拡大防止の観点から、「出席者を限定した(理事のみ)」、「総会資料に基づ

き委任状による議決権行使を行った」管理組合もあり、「委任状、議決行使書を含まない

直近通常総会への出席率」は 32.9％となっています。 

44.4

88.9

0 20 40 60 80 100

区分所有者が無関心なため

区分所有者の高齢化等で
役員のなり手不足のため

[％]

図 3-2-2 管理者の第三者選任の検討理由 

N=9 

81.3 15.2

3.5

0 20 40 60 80 100

1回開催した 2回以上開催した 開催していない

[％]

図 3-2-3 総会の開催状況 

N=235 

32.9

83.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

委任状、議決権行使書を含まない
直近の通常総会への実際の出席率

委任状、議決権行使書を含む
直近の通常総会への出席率

[％]

図 3-2-4 総会の出席率 

N=257 
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（7）総会議事録の広報 

総会議事録の広報について、今回調査で「あり」は 97.7％で、「なし」は 2.3％でし

た。広報の方法としては「各戸配布」が 84.4％と最も多く、次いで「掲示板」28.9％と

なっています。 

 

総会議事録の広報 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 250 6 256 

割合[％] 97.7 2.3 100 

 

 

 

（8）管理組合役員の選任 

管理組合役員（理事）は、98.5％の管理組合で選任されています。一方で、「理事を選

任していない」管理組合が 1.5％あります。 

役員の人数は理事が平均 5.6 人で、監事が平均 1.2 人となっています。 

 

管理組合役員の選任 している していない 合計 

回答数：N[管理組合] 257 4 261 

割合[％] 98.5 1.5 100 

 

（9）管理組合役員の選任方法 

管理組合役員の選任方法について、「輪番制」が 70.3％と最も多くなっています。 

 

 

2.3 

3.1 

2.0 

3.5 

7.0 

28.9 

84.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

広報していない

その他

回覧板

定期発行の通信誌

管理組合のホームページ

掲示板

各戸配布

[％]
N=256 

図 3-2-5 総会議事録の広報の方法 
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（10）役員になれる人 

管理規約等で役員として選任できる範囲は、「居住している組合員」が 98.5％、「居住

している組合員の配偶者」が 36.5％になっています。 

 

 

（11）役員の任期 

役員の任期について、「１年」が 54.3％、「２年」が 37.1％になっています。 

  

1.9 

2.7 

3.5 

14.2 

18.5 

36.5 

98.5 

0 20 40 60 80 100

賃借人

居住していない組合員（法人）の社員

居住していない組合員の配偶者

居住していない組合員

居住している組合員の同居親族

居住している組合員の配偶者

居住している組合員

[％]

8.2 

3.9 

3.9 

5.9 

7.8 

70.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

抽選制

立候補制

輪番制＋立候補制

推薦制

輪番制

[％]
N=256 

図 3-2-6 管理組合役員の選任方法 

図 3-2-7 管理組合役員になれる人 

N=260 

54.3 37.1 

1.6 

7.0 

0 20 40 60 80 100

1年 2年 3年以上 特に定めていない

[％]

N=260 

図 3-2-8 役員の任期 
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（12）役員の改選人数 

役員の改選人数について、「全員同時に改選」が 57.4％、「半数ごとに改選」が 30.2％

になっています。 

 

 

（13）役員報酬 

役員報酬について、「支払っていない」が、75.7％になっています。 

 

（14）理事会開催状況 

理事会の開催状況では、「月１回程度」が 42.7％で「２ヶ月に１回程度」が 30.2％と

なっています。 

図 3-2-9 役員の改選人数 

57.4 30.2 12.4 

0 20 40 60 80 100

全員同時に改選 半数ごとに改選 その他

[％]
N=202 

75.7 22.4 

0.4 1.5 

0 20 40 60 80 100

支払っていない 役員全員に支払っている
理事長のみに支払っている その他

[％]

図 3-2-10 役員報酬 

N=259 

42.7 30.2 10.6 13.3 

2.0 1.2 

0 20 40 60 80 100

月に1回程度 2ヶ月に1回程度 3ヶ月に1回程度
議題があるとき ほとんど開催していない 一度も開催していない

[％]

図 3-2-11 理事会の開催状況 

N=255 
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（15）理事会議事録の広報 

理事会議事録の広報について、「あり」は 85.8％で、「なし」は 14.2％でした。広報の

方法としては、「各戸配布」が 54.3％と最も多く、次に「掲示板」が 35.4％となっていま

す。 

   

理事会議事録の広報 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 223 37 260 

割合[％] 85.8 14.2 100 

 

 

（16）専門委員会の設置 

 専門委員会では、「設置している」が 32.9％となっています。設置している専門委員会

の種類として、「大規模修繕や長期修繕計画に関する委員会」が最も多く、83.5％となっ

ています。 

  

専門委員会の設置 している していない 合計 

回答数：N[管理組合] 85 173 258 

割合[％] 32.9 67.1 100 

 

9.4

4.0

7.2

9.9

35.4

54.3

0 10 20 30 40 50 60

その他

定期発行の通信誌

管理組合のホームページ

回覧板

掲示板

各戸配布

[％]

図 3-2-12 理事会広報の方法 

N=223 

15.3 

3.5 

7.1 

9.4 

24.7 

83.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

その他

建替え検討や建替え実施に関する委員会

コミュニティに関する委員会

規約や細則の見直しに関する委員会

防災や防犯に関する委員会

大規模修繕や長期修繕計画に関する委員会

[％]

N=85 

図 3-2-13 専門委員会の種類 
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（17）組合員名簿と居住者名簿 

組合員名簿と居住者名簿について、「組合員名簿及び居住者名簿がある」が 66.5％、

「組合員名簿はあるが居住者名簿はない」が 11.7％、「組合員名簿はないが居住者名簿は

ある」が 5.2％、「いずれもない」が 16.5％となっています。組合員名簿や居住者名簿に

ついて利用ルールを定めている管理組合は 62.4％となっています。 

 

 

利用ルール あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 116 70 186 

割合[％] 62.4 37.6 100 

 

 

（18）大規模災害への対応 

大規模災害について、何らかの対策を講じている管理組合は 76.2％となっています。

項目別にみると、「定期的な防災訓練の実施」が 68.2％で最も多く、次に「防災・災害対

応策に関する情報の収集・周知」が 46.2％となっています。 

   

大規模災害への対応 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 195 61 256 

割合[％] 76.2 23.8 100 

 
 

N=248 

66.5 11.7 5.2 16.5 

0 20 40 60 80 100

組合員名簿及び居住者名簿がある
組合員名簿はあるが居住者名簿はない
組合員名簿はないが居住者名簿はある
いずれも無い

[％]

図 3-2-14 組合員名簿と居住者名簿 

N=194 
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（19）専門家の活用 

 専門家の活用では、「活用したことがある」と「活用したことがない」がほぼ同じ割合

でした。活用した専門家別にみると、マンション管理士が 53.8％で最も多く、次に建築

士が 35.3％、弁護士が 32.8％となっています。 

 
専門家の活用 活用したことがある 活用したことがない 合計 

回答数：N[管理組合] 119 123 256 

割合[％] 49.2 50.8 100 

 
 

4.2

5.9

7.6

7.6

32.8

35.3

53.8

0 10 20 30 40 50 60

その他

司法書士

公認会計士

税理士

弁護士

建築士

マンション管理士

[％]

図 3-2-15 大規模災害対策の種類 

図 3-2-16 活用した専門家 

N=11

 

7.2

1.0

9.7

25.1

32.8

41.5

46.2

68.2

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

平日昼間とそれ以外に分けた対応策

高齢者等のための防災用名簿の作成

非常食の備蓄

災害時の対応マニュアルの作成

避難場所の周知

防災・災害対応策に関する情報の収集・周知

定期的な防災訓練の実施

[％]

N=195 
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３．管理規約の作成及び改正について 

（1）マンション管理規約 

管理規約は、管理組合の運営に必要な一定のルールを組合ごとに定めたものです。 

「管理規約がない」ものがわずかに（３組合）存在するものの、全体では 98.8％の管

理組合が規約を作成しています。管理規約の作成者は「管理組合」が 40.5％で最も多

く、次に「管理会社」が 35.9％となっています。 

 

マンション管理規約 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 256 3 259 

割合[％] 98.8 1.2 100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）管理規約の改正 

 管理規約のある管理組合のうち、87.2％が管理規約の改正を行っています。また、「改

正あり」と回答があった管理組合の 54.4％が 2018 年（平成 30 年）以降に規約を改正し

ています。 

  

管理規約の改正 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 204 30 259 

割合[％] 87.2 12.8 100 

 

 

40.5 35.9 23.6 

0 20 40 60 80 100

管理組合 管理会社 分譲会社
[％]

図 3-3-1 マンション管理規約の作成者 

N=195 

17.1 28.5 54.4

0 20 40 60 80 100

2016年以前改正 2017年～2018年改正 2019年以降改正
[％]

図 3-3-2 マンション管理規約の改正年 

N=204 
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（3）専有部分のリフォームのルール 

専有部分のリフォームについて、74.1％が「内容により管理組合の承認が必要」とし

ています。「内容により管理組合への届出が必要」としているのは 56.1％で、「特にルー

ルは定めていない」が 5.5％です。 

 

  

（4）管理規約と標準管理規約 

国土交通省は管理規約の標準モデルとして「標準管理規約」を示しています。これを

マンションの実態に応じてアレンジし、規約を作成しているところが多いようです。 

作成した管理規約の標準管理規約への準拠についての設問では、「2017 年（平成 29

年）に改正した標準管理規約に準拠している」が 37.1％と最も多く、最新の「2018 年

（平成 30 年）に改正したの標準管理規約に準拠している」が 33.6％となっています。 

  

 

 

5.5 

34.9 

56.1 

74.1 

0 20 40 60 80 100

特にルールは定めていない

内容により禁止しているものがある

内容により管理組合への届出が必要

内容により管理組合の承認が必要

[％]

33.6 37.1 6.5 17.7 5.2 

0 20 40 60 80 100

2018年（平成30年）改正に準拠 2017年（平成29年）改正に準拠
2016年（平成28年）改正に準拠 それ以前の標準管理規約に準拠
ほとんど準拠していない

[％]

図 3-3-3 専有部分のリフォームのルール 

N=255 

図 3-3-4 標準管理規約の準拠 

N=232 
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４．管理組合の経理について 

（1）平均の戸当たり管理費 

 駐車場使用料金等の充当額を除いた全体の戸当たり平均管理費は 12,980 円／月となっ

ています。 

 

（2）平均の戸当たり修繕積立金の額 

駐車場使用料金等の充当額を除いた全体の戸当たり平均修繕積立金は 13,301 円／月と

なっています。 

 

（3）会計の区分経理 

 マンションの経理については、管理費会計と修繕積立金会計に区分管理するように推奨

されています。 

「管理費会計と修繕積立金会計に区分している」と回答した管理組合は 93.0％となっ

ています。 

 

管理費会計と修繕積立金会計の 

区分 
している していない 合計 

回答数：N[管理組合] 239 18 257 

割合[％] 93.0 7.0 100 

 

（4）管理費負担額の算出根拠 

 管理費の各区分所有者の負担額の算出にあたり、「各戸の専有面積の割合に応じて算

出」している管理組合が 83.7％と最も多くなっています。 

  

 

（5）修繕積立金の算出根拠 

 修繕積立金の算出にあたり、「長期修繕計画に基づき必要額を算出し、専有面積等を考

慮した」と回答した管理組合は 72.2％となっています。 

83.7 13.6 

2.7 

0 20 40 60 80 100

各戸の専有面積の割合に応じて算出 各戸均一 その他

[％]

図 3-4-1 管理費の算定根拠 

N=258 
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（6）会計監査の実施者 

 会計監査の実施は、「区分所有者の監事」が行っている管理組合が 94.4％となっていま

す。 

  

 

（7）管理費等の滞納 

①３か月以上の滞納戸数 

管理費等の滞納について、「３カ月以上管理費等を滞納している世帯がある」と回答し

た管理組合は 29.7％となっています。 

 

３ヶ月以上管理費等を 

滞納している世帯 
あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 77 182 259 

割合[％] 29.7 70.3 100 

 

 

72.2 16.3 5.2 

0.4 

6.0 

0 20 40 60 80 100

長期修繕計画に基づき必要額を算出し、専有面積等を考慮した
特に根拠は無く、専有面積に応じて
管理費の一定割合
近隣マンションを参考
その他

[％]

94.4 

3.6 
1.2 

0.8 

0 20 40 60 80 100

区分所有者の監事 会計監査をしていない
公認会計士等による外部監査 区分所有者以外の監事

[％]

図 3-4-2 修繕積立金の算定根拠 

N=252 

図 3-4-3 会計監査の実施者 

N=252 
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②滞納者にとった措置 

 滞納者にとった措置として、「文書による催促」が最も多く 86.7％となっています。 

 

  

③損金処理の有無 

滞納があり、未収管理費等が回収できずに損金処理をしたことがあるかという設問で

は、5.8％が「損金処理をしたことがある」と回答しています。 

 

損金処理 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 14 226 240 

割合[％] 5.8 94.2 100 

 

  

9.8 

0.6 

2.3 

2.9 

11.6 

27.7 

86.7 

0 20 40 60 80 100

滞納が発生したことが無い

強制執行

競売

通常訴訟

少額訴訟

支払督促

文書による督促

[％]

図 3-4-4 滞納者にとった措置 

N=173 
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５．管理事務の実施方法 

（1）管理事務の実施 

管理事務の実施については、「全ての管理事務をマンション管理業者に委託している」

が 53.3％と最も多く、次いで「大半の管理業務を管理業者に委託しているが、31.1％と

なっています。管理事務委託の決定方法については、「分譲時に分譲業者が決めていた」

が 61.6％と最も多く、35.1％は「分譲時に分譲業者が決めていたが、その後変更した」

と回答しています。 

 

 

 

 

  

53.3 31.1 8.6 5.1 

1.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全ての管理業務をマンション管理業者に委託している
大半の管理業務を管理業者に委託している
大半の管理業務を管理組合が実施している
全ての管理業務を管理組合が実施している
その他

[％]

図 3-5-1 管理事務の実施 

N=257 

61.6 35.1 

3.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

分譲時に分譲業者が決めていた
分譲時に分譲業者が決めていたが、その後変更した
その他

[％]

図 3-5-2 管理事務委託の決定方法 

N=185 
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（2）現在委託している管理事務 

マンション管理業者に委託している管理業務についての設問では、「事務管理業務(管

理組合の会計の収入及び支出の調定)」が 94.1％と最も多くなっています。 

 

  

 

 

 

（3）マンション管理委託契約書 

管理委託契約書とは、マンションの管理をマンション管理業者に委託する際に、管理

組合とマンション管理業者との間で協議がととのった事項を記載するものです。国土交通

省はこの管理委託契約書をマンション管理適正化法に規定する「契約成立時の書面」とし

て交付する場合の指針として「マンション標準管理委託契約書」を示しています。 

管理委託契約書に定めはあるかの設問について、全体的に標準管理委託契約書に準拠

しています。 

3.0 

87.8 

88.2 

89.0 

90.3 

92.4 

92.4 

94.1 

0 20 40 60 80 100
[％]

事務管理業務
（管理組合の会計の収入及び支出の調定）

清掃業務（共用部分の清掃等）

総会や理事会の開催・運営の支援等
（基幹事務以外）

事務管理業務（管理組合の出納）

建物・設備管理業務
（建物、設備等の法定点検等）

事務管理業務
（共用部分等の維持・修繕の企画又は実施の調整）

管理員業務（受付、報告連絡業務等）

その他

図 3-5-3 現在委託している管理事務 

N=237 
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（4）管理員の勤務形態 

管理員の勤務形態は、「通勤」が 77.0％と最も多く、次に「巡回」が 10.5％となって

います。  

 

84.6 

86.9 

88.3 

90.2 

90.7 

93.5 

94.4 

0 50 100 [％]

管理業務の内容及び実施方法が別表等で明示されている 

77.0 10.5 6.7 5.9 

0 20 40 60 80 100

通勤 巡回 住み込み その他

[％]

図 3-5-5 管理委託契約書の内容 

N=214 

図 3-5-5 管理員の勤務形態 

N=239 

義務の不履行等がなくても、少なくても３ヵ月前に書面で委託契約の

解約の申し入れを行い、契約を終了することができる旨の記載がある 

委託した管理業務と委託費の関係が明確になるよう 

管理業務費の内訳が明示されている 

 

事業年度終了後、管理事務の処理状況及び会計の処理状況を 

書面で交付して管理業務主任者が報告する旨の記載がある 

 

委託契約を更新する場合は、３ヵ月前までに書面にて 

申し出る旨の記載がある（自動更新でない） 

 

管理組合から契約を解除できる解除権の記載がある 

（銀行取引停止、民事再生、管理業者登録の取消し処分など） 

 守秘義務の記載がある 
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６．建物・設備の維持管理の状況について 

（1）長期修繕計画の作成状況 

①長期修繕計画作成の有無 

 長期修繕計画の作成状況が「ある」と回答した管理組合は 87.7％です。 

 

長期修繕計画 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 222 31 253 

割合[％] 87.7 12.3 100 

 

②長期修繕計画のない理由 

長期修繕計画のない管理組合で「分譲当初から無かった」割合が 59.3％で最も多く、

次に「小規模なので必要性を感じない」割合が 33.3％となりました。 

 

 

③長期修繕計画の計画期間 

長期修繕計画期間が「30 年以上」の割合が 60.6％で最も多く、次に「９年以下」の割

合が 15.6％となりました。 

 

 

 

 

 

図 3-6-1 長期修繕計画のない理由 

 

図 3-6-2 長期修繕計画の計画期間 

11.1

3.7

18.5

33.3

59.3

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

作成方法が分からない

分譲当初はあったが途中から無くなった

小規模なので必要性を感じない

分譲当初から無かった

[％]

N=27 

 

60.6 10.6 7.5 5.6 15.6

0 20 40 60 80 100

30年以上 25～29年 20～24年 10～19年 9年以下

[％]

N=160 
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④直近の長期修繕計画作成年 

 長期修繕計画は、作成後に見直しをすることが必要で、５年毎の見直しが望ましいとさ

れています。82.5％以上のマンションが、2015 年以降に作成もしくは見直しをしている

ことが分かります。 

 

 

⑤長期修繕計画の作成者 

長期修繕計画の作成者は、「管理業者」が 62.7％となっています。管理組合自身（理事

会、専門委員会）が作成しているマンションは 17.9％です。 

 

 

（2）計画修繕工事の実施 

①計画修繕工事の実施の有無 

回答マンション 257 のうち、225（87.5％）が計画修繕工事を実施しており、32

（12.5％）は実施していません。 

 

 

 

 

 

 

計画修繕工事の実施 あり なし 合計 

回答数：N[管理組合] 225 32 257 

割合[％] 87.5 12.5 100 

N=217 

82.5 12.0 5.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
2015年以降 2009年～2014年 2008年以前

[％]

図 3-6-3 長期修繕計画の作成(見直し)年 

N=183 

 

7.8

0.5

4.1

5.5

6.9

12.4

62.7

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

区分所有者の建築士

分譲会社

管理組合（専門委員会）

外部の建築士

管理組合（理事会）

管理業者

[％]

図 3-6-4 誰が作成しましたか 
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②計画修繕工事を実施していない理由 

 計画修繕工事を実施していない管理組合で最も多かった理由が「修繕工事の計画はある

が、新築または築年数が浅いので実施していない」で 46.9％、次に「修繕工事の計画が

あり、現在実施につき検討中である」が 25.0％です。 

 

 

（3）大規模修繕工事費用の調達方法 

大規模修繕工事費用の調達方法では、「全額修繕積立金」が最も多く、89.5％となって

います。 

 

 

（4）大規模修繕工事にあたっての建物設備の調査診断の依頼先 

建物診断の依頼先は、「マンション管理業者」が 61.8％と最も多く次に「修繕工事請負

会社」が 20.2％となっています。 

     

2.1

0.4

3.8

5.9

6.7

89.5

0 20 40 60 80 100

その他

全額一時金徴収

借入金（銀行）

借入金（住宅金融支援機構）

修繕積立金と一時金徴収

全額修繕積立金

[％]

図 3-6-6 大規模修繕工事費用の調達方法 

N=238 

6.3

9.4

12.5

25.0

46.9

0 20 40 60 [％]

修繕工事計画はあるが、新築又は築年数が浅いので実施していない

修繕工事の計画があり、現在実施につき検討中である
修繕工事の計画がない

修繕工事の計画はあるが、資金不足などの事由で実施していない
その他

図 3-6-5 計画修繕を実施しない理由 

N=31 
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（5）大規模修繕工事にあたっての施工会社の選定方法 

 「見積り合せ方式」が 56.6％で最も多く、次に「入札方式」が 21.9％となっていま

す。 

 

 

（6）大規模修繕工事にあたっての工事発注方式 

 「設計監理方式」が 26.7％と最も多く、次に「管理会社活用方式」が 24.9％となって

います。 

2.3

11.5

12.0

22.6

24.9

26.7

0 5 10 15 20 25 30

その他

発注方式を検討中又は今後検討の予定

管理組合監理方式

設計施工方式

管理会社活用方式

設計監理方式

[％]

図 3-6-9 工事の発注方式 

1.7

9.7

10.1

17.2

20.2

61.8

0 20 40 60 80

調査診断は行わなかった又は行う予定はない

調査診断専門会社

検討中又は今後検討の予定

建築士事務所

修繕工事請負会社

マンション管理業者

[％]

図 3-6-7 調査診断の依頼先 

N=238 

1.8

7.3

12.3

21.9

56.6

0 10 20 30 40 50 60

その他

選定方法を検定中

特命随意契約方式

入札方式

見積合わせ方式

[％]

図 3-6-8 施工会社の選定方法 

N=219 

N=217 
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（7）専門家の活用 

この設問は、大規模修繕工事を実施していないマンションに、「耐震診断時」「耐震設

計時」「工事監理時」の専門家の活用の意向を聞いています。７割以上が、専門家を活用

したいと回答しています。 

 
 
 
 
 
 
 
  

専門家の活用を希望する割合[％] 活用したい 活用しない 

診断時 （N=55） 76.4 23.6 

設計時 （N=54） 74.1 25.9 

工事監理時 （N=54） 74.1 25.9 
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７．将来の建替えについて 

（1）建替えについての検討 

 将来の建替えについては、「全く検討していない」が 64.9％で最も多く、次に「当面改

修工事で対応する予定」が 30.2％となっています。「建替えを決定している」または「具

体的に検討している」はありませんでした。 

 

 

（2）建替えにあたっての問題点 

 建替えにあたって予測される問題については、「建替え資金の調達が困難」と回答した

管理組合が 84.7％で最も多く、次いで「高齢者等の個別事情」や「仮住居の確保が困

難」の回答がありました。 

 

 

  

64.9 30.2 

2.9 2.1 

0 20 40 60 80 100

全く検討していない
当面改修工事で対応する予定
必要と認識し検討しているが問題が多くて進んでいない
建替えか、修繕・改修かを調査検討している

[％][％]

図 3-7-1 建替えの検討 

N=242 

図 3-7-2 建替えにあたっての問題

 

N=190 
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2.6 
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16.8 
22.1 

25.3 
41.1 

61.1 
64.7 

84.7 
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その他
近隣の同意が得られない

抵当権者の同意が得られない
建替え後、専有面積が減少する

既存不適格で事業計画が立てられない
建替え後管理費等が高くなる心配

容積率に十分な余裕がない
改修等で十分との意見が多い

推進役がいない
賃借人の退去

建替えの決議要件が厳しい
仮住居の確保が困難
高齢者等の個別事情

建替え資金の調達が困難

[％]
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８．耐震診断・改修について 

（1）耐震性について 

 耐震性の考えについて、旧耐震設計で建てられたマンションと新耐震設計で建てられた

マンションに分け比較しました。新耐震設計で建てられたマンションは「比較的新しい建

物で耐震性が確保されているので心配していない」が 65.4％で最も多くなっています。

旧耐震設計で建てられたマンションは「地震の不安はあるが今のままで仕方がない」が

71.6％で最も多くなっています。 

   

 

 
 

 

（2）耐震診断・改修の実施状況 

①耐震診断実施の有無 

 1981 年（昭和 56 年）６月より前に建築確認通知を受け工事を着工したマンションにつ

いて耐震診断の実施状況を問う項目では、「実施していない」が 68.9％となっており、

「実施した」は 29.1％となっています。旧耐震基準で設計されたと思われるマンション

でも耐震診断を実施していない割合が多くなっています。 

 

耐震診断 実施した 実施していない 不明 合計 

回答数：N[管理組合] 30 71 2 103 

割合[％] 29.1 68.9 1.9 100 

 

        

 

 

4.5 

20.5 

37.5 

71.6 

3.4 

65.4 

7.2 

15.7 15.0 
9.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

旧耐震基準 新耐震基準

[％]

図 3-8-1 耐震性の考え 

N=241 
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がない 
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②耐震診断後の対応 

 耐震診断を「実施した」と回答した管理組合の内、53.3％が「診断の結果、改修の必要

なし」との結論に至っています。また、16.7％が「耐震改修を行った」と回答しており、

合わせて 70％が耐震性を確保しています。 

 

  

 

③耐震診断を行っていない理由 

 耐震診断を「実施していない」と回答した管理組合の内、35.2％が「耐震診断を行う費

用がない」と回答しています。また、「耐震診断を行うことにつき組合員の意見がまとま

らない」との回答が 25.4％となっており、耐震診断を進めるうえで、費用と合意形成の

問題がネックになっていることがうかがわれます。「その他」の回答としては「耐震診断

を実施したとしても改修費用がない」、「改修のためのスペースがない」などがありまし

た。 

 

 

 

 

53.3 16.7 16.7 10.0 

3.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

診断の結果、改修の必要なし 耐震改修を行った
耐震性が不足しているが改修を行う予定なし 対応を検討中
耐震改修を行う予定

[％]

19.7 

8.5 

25.4 

26.8 

35.2 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

その他

耐震診断を依頼する機関が分からない

耐震診断を行うことにつき
組合員の意見がまとまらない

現在検討中

耐震診断を行う費用がない

[％]

図 3-8-2 耐震診断後の対応 

N=30 

図 3-8-3 耐震診断を行っていない理由 

N=71 
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（３）市川市における助成制度 

①耐震診断助成制度についての認知度 

市川市が行っている耐震診断に係る費用の一部を助成する制度について、57.0％が

「知らない」と回答しています。 

 

耐震診断助成制度 知っている 知らない 合計 

回答数：N[管理組合] 101 134 235 

割合[％] 43.0 57.0 100 

 

②耐震改修助成制度についての認知度 

 市川市が行っている耐震改修に係る費用の一部を助成する制度について、57.8％が「知

らない」と回答しています。 

  

耐震改修助成制度 知っている 知らない 合計 

回答数：N[管理組合] 97 133 230 

割合[％] 42.2 57.8 100 

 

③助成制度の利用 

市川市で行っている耐震診断助成制度及び耐震改修助成制度について、利用したいか

と問う項目では、67.3％が「利用したい」と回答しています。「利用したいと思わない」

と回答した管理組合の内、その理由として「補助金額が少なく、事業の目的が達成できな

い」との回答が 28.6％で最も多く、次に「耐震性が確保されているため必要がない」と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

助成制度の利用 利用したい 利用したいと思わない 合計 

回答数：N[管理組合] 134 65 199 

割合[％] 67.3 32.7 100 

18.6 

1.4 

12.9 

14.3 

24.3 

28.6 

0 5 10 15 20 25 30

その他

市の担当窓口が分からない

管理組合で費用の負担ができる

制度の内容が分かりづらい

耐震性が確保されているため必要がない

補助金額が少なく、事業の目的が達成できない

[％]

図 3-8-4 制度を利用したいと思わない理由 

N=70 
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９．トラブルの発生状況について 

（1）発生しているトラブル 

過去２年間に発生したトラブルについて、「生活音」に関するものが 57.5％と最も多

く、次に「水漏れ」が 37.7％となっています。分野別にみると、「生活音」や「ペット飼

育」といった居住者間の行為、マナーをめぐるものや「水漏れ」や「雨漏り」といった建

物の不具合に係るものが多くなっています。 
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0.8 

0.8 

0.8 

1.6 

1.6 

1.6 

1.6 

1.6 

2.8 
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9.1 

9.1 

16.3 

16.7 

17.1 
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20.2 

21.0 

21.4 
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議決権の設定方法

日照権
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役員の不法行為
管理員の態度
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管理組合内での深刻な意見対立

プライバシー
個人情報

瑕疵担保責任に関するもの
管理費等の不足

防災対策
防犯対策

管理業務委託費
駐車場使用方法に関するトラブル

委託管理業務の不十分な実施
外壁落下

専有部分のリフォーム
アフターサービスに関するもの

植栽関係
その他施工不良

騒音、異臭
違法、無断駐輪

役員又は専門委員の人材不足
バルコニーの使用方法
共用廊下等の使用方法

違法、無断駐車
ペット飼育

雨漏り
管理費等の滞納

水漏れ
生活音

[％]

図 3-9-1 過去２年に発生したトラブル 

N=252 
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（2）トラブルを処理した際の手段 

トラブルを処理した際の手段としては、「マンション管理業者に相談した」が 75.2％で

最も多く、次に「管理組合内で相談した」が 50.0％となっています。その他の回答とし

て「警察に相談」などがありました。 

 

 

（3）管理組合運営上の不安 

 管理組合運営上の不安としては、「居住者の高齢化」が 61.3％で最も多くなっていま

す。また、「役員のなり手がない」が 36.2％、「無関心な区分所有者の増加」が 29.8％、

「修繕積立金の不足」が 28.1％となっています。 

 

3.6 

1.4 

1.8 

4.5 

7.2 

22.1 

50.0 

75.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

訴訟

（公財）マンション管理センターに相談

マンション管理士に相談

弁護士に相談

当事者間で話し合い

管理組合内で相談

マンション管理業者に相談

[％]
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[％]

N=222 

図 3-9-2 トラブルの処理手段 

図 3-9-3 管理運営上の不安 

N=235 
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10．マンションに関する新制度 

（1）マンションの管理の適正化の推進に関する法律の改正 

マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え等の円滑化に

関する法律の一部を改正する法律（令和２年法律第 62 号）が公布され、マンション管理

の適正化を図るため国による基本的な方針が検討されているところです。 

この改正について、53.1％の管理組合が「知らない」と回答しています。 

 

マンション管理適正化

法の改正 
知っている 知らない 合計 

回答数：N[管理組合] 113 128 241 

割合[％] 46.9 53.1 100 

 

（2）マンションの建替え等の円滑化に関する法律の改正 

マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え等の円滑化に

関する法律の一部を改正する法律（令和２年法律第 62 号）が公布され、マンションの再

生の円滑化の推進のため除却の必要性に係る認定対象の拡充等の検討がなされているとこ

ろです。 

この改正について、57.5％の管理組合が「知らない」と回答しています。 

 

建替え円滑化法の改正 知っている 知らない 合計 

回答数：N[管理組合] 102 138 240 

割合[％] 42.5 57.5 100 
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11．団地型調査票 

（1）団地の形態 

団地内の土地の所有関係について、88.9％が「団地内の土地は団地建物所有者全員の

共有（準共有を含む）である」と回答しており、残りの 11.1％が「土地の共有関係は棟

ごとに分かれ、集会所等の附属施設は団地建物所有者の共有となっている」と回答してい

ます。「土地の共有関係は棟ごとに分かれ、通路になっている土地が団地建物所有者の共

有となっている」との回答はありませんでした。 

 

 

（2）管理組合の形態 

管理組合の形態について、44.4％が各棟に管理組合が「ある」と回答しています。「あ

る」と回答した管理組合は全て「団地管理組合が各棟を含めた団地全体を一元的に管理し

ている」と回答しています。「団地全体の管理組合の他に、店舗・事務所等（これらのみ

の共有部分がある）の管理組合がある」「団地全体の管理組合及び棟ごとの管理組合並び

に店舗・事務所等（これらのみの共有部分がある）の管理組合がある」との回答はありま

せんでした。 

 

各棟の管理組合 ある ない 合計 

回答数：N[団地] 8 10 18 

割合[％] 44.4 55.6 100 

 

（3）管理規約 

管理規約について、「管理規約があるが、棟総会や棟別会計の規定はない」が 77.8％で

残りの 22.2％が「管理規約があり、この規約の中に棟総会や棟別会計の規定がある」と

なっています。 

88.9 11.1 

0 20 40 60 80 100

団地内の土地は、団地建物所有者全員の共有（準共有を含む）である

土地の共有関係は棟ごとに分かれ、集会所等の附属施設は団地建物所有者
の共有となっている

[％] N=18 

図 3-11-1 団地の形態 



46 
 

 

（4）管理費 

管理費について、83.3％が団地管理費と棟別管理費に「分かれていない」と回答して

います。 

 

団地管理費と 

棟別管理費 
分かれている 分かれていない 合計 

回答数：N[団地] 3 15 18 

割合[％] 16.7 83.3 100 

 

（5）修繕積立金 

修繕積立金について、77.8％が団地修繕積立金と各棟修繕積立金に「分かれていな

い」と回答しています。 

 

団地修繕積立金と 

各棟修繕積立金 
分かれている 分かれていない 合計 

回答数：N[団地] 4 14 18 

割合[％] 22.2 77.8 100 

 

（6）修繕積立金の算定根拠 

団地修繕積立金と各棟修繕積立金に分かれていると回答した全ての管理組合で、各棟

の規模・構造・完成時期などを考慮して各棟修繕積立金を決めていると回答しています。 

 

 

77.8 22.2 

0 20 40 60 80 100

管理規約があるが、棟総会や棟別会計の規定はない
管理規約があり、この規約の中に、棟総会や棟別会計の規定がある

[％] N=18 

図 3-11-2 管理規約 
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